
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２１年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

平成１８年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に支給される給料月額は、4％分をカットした額としている。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

給　 料

1,339,079千円

給与費 B/A　　計　　Ｂ期末・勤勉手当職員手当

5,174,643千円 6,686千円21年度 3,315,656千円

実 質 収 支人 件 費

21年度 40,762,907千円 697,898千円 8,318,175千円

　　　　　（21年度末）

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額

774

20年度の人件費率

　　　　　　Ａ

中津市職員の給与などの状況について公表します

　　　　　　Ｂ

85,608人

区　　分

人 件 費 率

職員数

　　　　　　Ａ

（参考）

23.6%20.4%

類似団体平均

一人当たり給与費
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２　一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

※中津市のデータは平成２２年４月１日現在。

※｢学校給食員」には、その業務内容から「自動車運転手」のデータを含む。

　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

類似団体

うち　その他

区　　　分

うち　清掃職員

うち　学校給食員

中津市

大分県

国

481,300395,500 408,200 430,300 459,100
最高号給の
給料月額

243,700 309,400 356,600

289,200 320,600 366,200 413,700135,600 185,800 222,900 261,900

５級 ６級 ７級 ８級１級 ２級 ３級

405,255

（ 単位 ： 円 ）

４級

386,964

322,291

411,000

359,819

378,651

432,900

― 395,666

394,618 366,140

類似団体

平均給与月額

43.3 330,615

46.2

381,867

447,537

421,244

平均給料月額平 均 年 齢

356,088

51.3

平均給与月額
(国ベース)

平均年齢
平均給与月額

(A)

38 372,630 362,131

平均給料月額

351,200

中津市 46.8

区　　分

国

50.4

区　　分

１号給の
給料月額

51.3

59.3

325,579

平 均 年 齢

41.9

平均給料月額

大分県

335,60643.8

354,500中津市

大分県 43.9 352,484

45.5

類似団体

職員数

平均給与月額

421,996

432,865

平均給与月額

（国ベース）

381,345

48.7 49

49.3

339,50050.8 15

414

-284,514

412,195367,664

3,955

425,900

371,137

384,703

公　　務　　員

344,660

312,374 328,520342,512

356,50022

**
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（2) 職員の初任給の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 - －

円 円 －

円 - －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在）

（注）１　「中津市職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

334,800

経験年数１０～１５年

中　津　市 国大　分　県

7.9%

-

2.7%

経験年数２０～２５年

368,000

経験年数１５～２０年

13.9%

295,800

-

335,800

7.5%

172,200

144,500 140,100

-

140,100

-

-

199,700

-

-

178,800

-

６　　級

７　　級

８　　級

４６　人

１６　人　　部長

４４　人

　　参事・課長・係長・主査

277,000

24.7%

大　学　卒

235,600大　学　卒

　　主事・技師

１　　級

２　　級

標準的な職務内容

-

164,400

教　育　職

大　学　卒 178,800

192,800

144,500

短　大　卒

高　校　卒

経験年数７～１０年

３２　人

構成比

4.6%

5.5%

２７　人

職員数

区　　　　　分

一般行政職

144,500高　校　卒

中　学　卒

（幼稚園教諭）

技能労務職

一般行政職

区　　　　分

１９４　人

区　　分

　　主事・技師

大　学　卒 -技能労務職

５　　級

８１　人　　主任

　　主任

　　係長・主査 １４４　人

４　　級

３　　級

- -

234,500

-

高　校　卒 195,400

高　校　卒 - 204,200

　　課長

33.2%
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　 （注）平成１８年に９級制から８級制（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ突合）に変更し、平成２２年に
級別構成の見直し(４級を主任から主査、５級を主査から主幹又は係長、６級を主査から課長補佐または課長）をしている。

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

※平成２０年度より人事評価制度を段階的に導入している。

５　職員の手当の状況 （普通会計）

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

※平成２０年度より人事評価制度を段階的に導入している。

1.45 0.65 1.45 0.65

1.5

2.60 1.35 2.60

1.45 0.65

1.35

大　　　　　分　　　　　県 国

1.35 2.60

―

1.4

1.5 0.7

2.75

1.5

1.4

0.7 0.7

2.75

1,730

中　　　　　津　　　　　市

１人当たり平均支給額（２１年度）

1,737

1.4

１人当たり平均支給額（２１年度）

2.75

１級
0.5%

１級
3.6%

１級
4.6%

２級
3.5%

２級
4.7%

２級
5.5%

３級
5.8%

３級
6.9%

３級
13.9%

４級
13.4%

４級
8.5%

４級
33.2%

５級
7.7%

５級
16.2%

５級
24.7%

６級
19.7%

６級
46.7%

６級
7.9%

７級
38.6%

７級
10.7%

７級
7.5%

８級
8.8%

８級
2.7%

８級
2.7%

９級
1.9%
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100%

平成２２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（2) 退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職時特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職時特例措置

（退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２２年４月１日現在）

千円

円

支給実績（２１年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

59.28

中　　　　　　　　　　　津　　　　　　　　　　　市

59.28

33.50 41.34

47.50 47.50 59.28

23.50

33.50

（２～２０％加算）

無し

（２～２０％加算）

東京特別区

423

23,062

支給率（％） 支給対象人数 国の制度（％）

***

59.28 59.28

国

41.34

30.55

59.28

*** 18.0%18.0%

23.50 30.55

支給対象地域
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 (4) 特殊勤務手当（２２年４月１日現在）

千円

円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

往診料の１００分の２５

月額４１，０００円

Ｘ線等の放射線を人体に対して照射する業務に従事

１件３，０００円

臨床検査業務に従事

１件３０，０００円

１件２，０００円

１回６，８００円

１回３，３００円

１件２，０００円

内　　　　　容

身寄りのない者の死亡時の埋火葬作業

養護老人ホームに勤務する職員が死体処理に従事

64,818

2,852

勤務時間が深夜の全部を含む勤務のとき

分娩の業務に従事

勤務時間が深夜の2時間未満を含む勤務のとき

家畜診療所に勤務する獣医師

臨床検査技師が死体解剖の補助業務に従事

国保診療所に勤務する医師が患家へ往診したとき

水難救助において、船舶等水上で危険な業務を行ったとき等

潜水による消防業務に従事した場合 １件１，０００円

救急救命士が救急救命士法に規定する特定行為の処置を行ったとき等

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

422職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

国保診療所に勤務する医師

国保診療所に勤務する医師（10年以上）

国保診療所に勤務する医師（10年未満）

行路死亡人等の埋火葬作業に従事

勤務時間が深夜の4時間以上を含む勤務のとき

１回１，２４０円

１体２，５００円

１回２，９００円

日額８００円

日額５００円

１回２，０００円

月額１４，７００円

家畜診療所に勤務する獣医師が往診したとき

月額４４，０００円

月額６６，５００円以内

１件７００円

１件１００円

往診料の１００分の５０

214,281

１件３，０００円

日額２９０円

23手当の種類（手当数）

感染症及び家畜伝染病等の防疫作業

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

行路死亡人等の収容作業に従事

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 5.7

支給実績（２１年度決算）

緊急患者等に対処するために待機し、緊急医療等に従事

勤務時間が深夜の2時間以上を含む勤務のとき
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（6) その他の手当（２２年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

６　特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

21年度 月分 22年度 月分

月分 月分

月分 月分

21年度 月分 22年度 月分

月分 月分

月分 月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

８８５，０００×在職月数×０．５ 千円 任期毎

７２７，０００×在職月数×０．４ 千円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

1.65

3.10

1.45

1.65

3.10

1.45

1.65

3.10

1.65

計

12月期

6月期

12月期

●交通機関等利用者
　全額支給限度額　55,000円
●交通用具使用者
　交通用具使用距離に応じ 2,000円～34,900円

●自宅3,400円（新築又は購入の日から起算して1年
間は1,500円加算）
●借家・借間
家賃額　月額23,000円以下
支給額　家賃額-12,000円
家賃額　月額23,000円超月額55,000円未満
支給額　　（家賃額-23,000円）×1/2＋11,000円
家賃額　月額55,000円以上
支給額　27,000円

同じ

自宅の手当
額が異なる

－

区 分

560,000

基本的に
同じ

668,840

議 員

副 市 長

267,600388,000

620,000

交通用具
使用者の
手当額が
異なる

3.10

基本的に
同じ

796,500 992,000

（参考）類似団体における最高／最低額

406,000

1.45

内容及び支給単価 異なる内容手当名
国の制度と国の制度

との異同

扶
養
手
当

住
居
手
当

通
勤
手
当

●配偶者 13,500円
●扶養親族たる子、父母等　 6,500円
●配偶者を欠く職員の扶養親族のうち１人目 11,000
円
●満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子
加算額１人につき 5,000円

295,000

94,494

給 料 月 額 等

500,000

885,000

395,000

727,000

804,000

243,492

100,170

121,259

給

料

市 長

副 市 長

議 長

議 長

議 員

副 議 長

副 議 長

副 市 長

市 長

備　　　　考

13,958

690,000448,000

6月期 1.45

359,000

21,240

計

450,406

り平均支給年額

43,238

支給職員１人当た

59,059

50,586

（２１年度決算）
（２１年度決算）
支給実績

異なる
給料月額に
対し支給率
を乗じた額

報

酬

管
理
職
手
当

●給料月額に対し支給率を乗じた額
　市民病院院長25%　副院長20%
　部長・支所長15%　課長・所長・センター長10%
　本庁参事7%　支所参事5%
※H24年3月31日まで20%の減額を行っている

期
末
手
当

退
職
手
当

市 長
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

事務事業の見直しによる職員の減など
事務事業の見直しによる職員の減など
老人福祉施設の充実など
特定保健指導業務の充実

事務事業の見直しによる職員の減など

事務事業の見直しによる職員の減など

人口1,000人当たり職員数 　　　 人

給食センター・幼稚園業務の充実

人口1,000人当たり職員数 　　　 人

医療業務の充実
事務事業の見直しによる職員の減など
事務事業の見直しによる職員の減など
介護施設業務の委託など

人口1,000人当たり職員数 　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む）
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

0
-3

-1

6

職 員 数

51
130

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

議会
158

5

6

6.6

566

116

57

161

95
17

125
49

56
17

98

その他

小　計

合　　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

民生
税務

567

商工
土木
計

労働

17

[　1,364　］
1,111

336

[　0　］
＜参考＞

12.9

-17

1,099
[　1,399　］

319

-12

対前年
増減数

2
衛生

0

平成２２年

6

平成２１年

52

主 な 増 減 理 由

51
2

総務

64

教育部門

98

下水道

225
水道 30
病院

16

241

33

消防部門
小　計

98

29

平成２２年平成２１年

775

職 員 数

780

-1
-1

9.1

主 な 増 減 理 由

-31

16

対前年
増減数

＜参考＞

-1
-3

0

5
2

-1

0

＜参考＞

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

普
通
会
計
部
門

農林水産

110

一
般
行
政
部
門
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（2)年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）

　

52歳

1099人

以上

162人

56歳 60歳

～

145人

47歳

14.7%8.5%

計

14.7% 0.2%

～

59歳

2人

44歳 48歳

162人

～

51歳 55歳

93人

36歳

区　分

～
未満 23歳

～

6.7%

100人3人

32歳

～

20歳 20歳 24歳 28歳

～

27歳

116人133人

13.2%

74人

39歳31歳 43歳35歳

10.6%
職員数

12.1%0.3%

30人 79人

2.7% 7.2% 9.1%

～～

40歳

～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

5年前の構成比

%
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（3)職員数の推移

（注） 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

■問合せ先 総務部総務課 人事給与係 TEL ０９７９－２２－１１１１ （内線）２２２・２２６

人材育成係 （内線）２２３

98

775

336

1,111

２２年

566

116

２１年

567

110

319

1,099

98

780795

329

1,124

２０年

588

116

97

801

330

1,131

１９年

589

113

93

297

1,121

１８年

604

115

93

812

329

1,141

公営企業等会計計

総合計

　　　　　　　区　分
　部　門

１７年

610

121

93

824

一般行政

教育

消防

普通会計計 -44

22

-22

(▲5.3%)

(7.4%)

(▲2.0%)

過去５年間の増減
数（率）

-44

-5

5

(▲7.2%)

(▲4.1%)

(5.4%)
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